
小・中学校

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 合計 １年 ２年 ３年 合計 合計

26 30 34 31 33 48 202 29 17 7 53 255

学校数
解消済
（件）

継続指
導中
（件）

その他（件）

45 79 122 1

19 11 42 0

64 90 164 1

小学校 中学校 合計 割合

件数 件数 件数 ％

121 27 148 42

71 9 80 23

26 2 28 8

9 1 10 3

4 0 4 1

6 6 12 3

1 0 1 0

8 1 9 3

45 12 57 16

291 58 349 100

（２）認知した学校数、指導の状況

（３）いじめの態様

52

金品を隠しや盗み。

仲間はずれや集団による無視。

軽くぶつかる。遊ぶふりで叩く、蹴る。

悪口・陰口・冷やかし・からかい・嫌なことを言う。

区　分

金品をたかられる。

その他

合計

嫌なことや恥ずかしいこと、危険なことをさせられる。

SNS、メールでひぼう・中傷された。

ものを壊された、捨てられた。

認知件数（件）

202

53

255

校種

小学校

中学校

合計

認知した学校（校）

36

（１）学年別いじめ認知件数

令和４年度のいじめの状況（令和５年１月３１日現在）

小学校 中学校

16

 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

小 学 校 １３７ ２０５ ３０６ ２４６ ２０７ 

中 学 校 ６９ １１０ １３０ ７９ ８３ 

計 ２０６ ３１５ ４３６ ３２５ ２９０ 
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福島県 

（県北教育事務所） 

発生報告 

学 校 

市教育委員会 

（事務局） 

校内組織 

いじめ認知 

重大事態の発生 

（疑い） 

 
いじめ防止 

サポートチーム 

□１号重大事態の疑い
（生命心身財産） 

 
□２号重大事態の疑い
（不登校年間 30 日） 

 
□児童生徒や保護者か
らの申立てがあったと
きは重大事態が発生し
たものとして報告・調
査等に当たる 
 
 【法第 28 条】 

市長 

（市長部局） 

 

⑨の報告を受け 

必要があると認める時 

 
 
 
⑥重大事態に係る事実関
係調査の主体を判断 
【文科いじめ基本方針】 
 
 
 
□学校主体の調査 
□市教委主体の調査 

学校の設置者 

地方公共団体 

 
教育委員会会議にお
ける十分な協議 
 
□事務局のみで対処方針
を決定することがないよ
うにする。 

市長の判断によ調
査を実施すること
ができる。 
 
〔再調査委員会〕
（調査結果につい
ての調査） 
 
【法第 30 条】 
【条例第 23 条】 

市議会 
 

【法】いじめ防止対策推進法（平成 25 年法律

第 71 号） 

【基】いじめの防止等のための基本的な方針

（平成 29 年 3 月 14 日最終改訂） 

【ガ】いじめの重大事態の調査に関するガイ

ドライン（平成 29 年 3 月） 

【不指】不登校重大事態に係る調査の指針（平

成 28 年 3 月） 

①報告【様式２・法第 23 条】 

②支援・指示・調査【法第 24 条】 

【条】福島市いじめ防止等に関する条例（平成 29 年 3 月 31 日条例第 10 号） 

【規】福島市いじめ防止等に関する条例規則（平成 29 年 3 月 31 日規則第 号） 

【委】福島市いじめ問題対策委員会規則（平成 29 年４月１日委員会規則第四号） 

【市基】福島市いじめ防止基本方針（平成 29 年７月） 

 ④派遣  ③要請【様式１】 

⑥発生報告【イエロー・法第 30 条】 

 

⑦学校調査実施の指導・支援【法第 28 条】 

                    ⑨調査結果の報告 

設置者の下に調査組織を設置 
【第 14 条３項】※ 調査組織は「附属機関」に相当 

 

「（市）専門部会」【条例第 14 条３項】 
※必要があるとき，【市基】 
 
□調査組織 

・公平性、中立性を確保し、客観的な事実認定を行う。 
・外部の第三者（弁護士、精神科医、学識経験者、心理・
福祉の専門家）の構成に努める。 

□平時から設置する 

保護者 

⑧調査 □保護者への丁寧な説明 
 ・調査の目的 

・調査主体 
・調査期間（スケジュール） 
・調査対象 
・調査方法 
・結果の公表等 

⑨情報提供（調査の事前・調査結果）【法第 28 条】 

報告【第30条】 

⑤発生報告【様式４・法第 30 条】 

諮問 

➓対処・必要な措置【法第 30 条】 
□ いじめを受けた児童生徒又
はその保護者が希望する場合
は、いじめを受けた児童生徒
又はその保護者の所見をまと
めた意見書の提供を受け、調
査結果に添える。 

保
護
者
へ
情
報
提
供
【
条
】
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

福島市いじめ問題対策委員会 
（「対策委員会」） 
【法 14 条１項】【市基】 
□いじめの防止等に関係する機関の
連携を図るため 

⑦
諮
問
【
法
第

3
0
条
】
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